
   

財務諸表に対する注記 

１. 重要な会計方針    

  (１) 固定資産の減価償却について 

   什器備品は法人税法の規定による償却方法を採用している。 

  (２) 消費税等の会計処理について 

    消費税等の会計処理は税込方式によっている。 
  
２. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 
                                                              （単位：円） 

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産
　定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000

小　　計 1,000,000 0 0 1,000,000
特定資産
　女性部会周年積立金 740,000 0 740,000 0
　事業安定化資産 47,042,439 0 2,300,000 44,742,439

小　　計 47,782,439 0 3,040,000 44,742,439
合　　計 48,782,439 0 3,040,000 45,742,439      

３. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 
（単位：円） 

科目 当期末残高 (うち指定正味財産から充当額) (うち一般正味財産から充当額) (うち負債に対応する額)

基本財産
　定期預金 (1,000,000) (0) (1,000,000) ―

小　　計 (1,000,000) (0) (1,000,000) ―
特定資産
　女性部会周年積立金 (0) (0) (0) (0)
　事業安定化資産 (44,742,439) (0) (44,742,439) (0)

小　　計 (44,742,439) (0) (44,742,439) (0)
合　　計 (45,742,439) (0) (45,742,439) (0)  

４. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。 
                                         （単位：円） 

管理番号 取得年月 取得価額 耐用年数 償却率 償却方法 期首価額 当期増減額 当期償却額 期末帳簿価額 減価償却累計額 備考

(什器備品)

金庫 ００１ 昭和61年12月 120,000 20 0.109 旧定率法 1,204 1,199 5 119,995

事務局エアコン ００６ 平成21年7月 350,490 6 0.417 定率法 1 0 1 350,489

ＮＡＳ ００７ 平成２７年３月 211,464 6 0.333 定率法 91,468 30,458 61,010 150,454

什器備品合計 681,954 92,673 0 31,657 61,016 620,938

有形固定資産合計 681,954 92,673 0 31,657 61,016 620,938
 

５. 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は次のとおりである。 
（単位：円）  

科　　目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高

未収会費 751,000 0 751,000

合　　計 751,000 0 751,000
 

                                                 



６. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は次のとおりである。 

（単位：円）  

種類及び銘柄 帳簿価格 時　価 評価損益

第１１４回利付国債 20,000,000 20,040,400 40,400

第１２２回利付国債 10,042,439 10,039,500 △ 2,939

合　　計 30,042,439 30,079,900 37,461
 

 

７. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残額 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残額は次のとおりである。 

（単位：円） 

貸借対照表
上の記載区分

補助金

全法連助成金 (公財)全国法人会総連合 0 8,013,400 8,013,400 0

合　　計 0 8,013,400 8,013,400 0

当期末残高補助金の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額

 

 

８. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は次のとおりである。 

（単位：円）  

内　　　容 帳簿価格

経常収益への振替額

　全法連助成金計上による振替額 8,013,400

合　　計 8,013,400
 

 

９．貸倒損失 

   ２年以上会費未納の会員については定款第８条５号により会員資格を喪失したものと、２年未満 

未納で退会した分の総額 259,000 円を貸倒損失とした。 

 

１０. 関連当事者との取引の内容 

該当なし。 

 

付属明細書 

 

１. 基本財産及び特定資産の明細  

財務諸表に対する注記の２に記載している。    

    

２．引当金の明細 

   該当なし。 

 


